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ロシアビジネス戦 略 の新 展 開  
―代 理 店 および駐 在 の諸 問 題 ― 

 

はじめに 

 2009年の大幅なマイナス成長から脱却したロシアの経済には好転の兆しが見え始め、ロ

シアビジネスを展開する日系企業の多くは、新たな成長戦略の検討段階に入っている。金

融危機後のロシア市場における商品の流通経路や現地代理店政策についても、従来とは異

なるアプローチを検討する動きがみられ、また、外国人駐在員に関する税制・法制度の変

更に対応した人材戦略の見直しも進められている。 

 そこで当会では10月５日、これらの事情に詳しいスガハラアソシエーツ代表取締役の菅

原信夫氏、ミナト国際コンサルティング代表取締役の上村雅幸氏を招き、「ロシアビジネ

ス戦略の新展開」と題したメンバーズ・ブリーフを開催した。現在のロシア経済はどのよ

うな状況にあるのか、時代に即した代理店政策をどう進めていくべきか、最新のロシア駐

在員に関する税務・法務にいかに対応すべきか。両氏の報告は、日本からは見えない現地

の状況を知る貴重な機会となった。ここにその概要を掲載したい。なお、スガハラアソシ

エーツとミナト国際コンサルティングは協力関係にあり、モスクワおよび東京を拠点とし

て、日本企業のロシアビジネスを様々な面からサポートしている（連絡先は後掲）。 
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